
令和元年８月３０日 

 

令和２年度の財政投融資計画要求書 

(機関名：独立行政法人都市再生機構) 

 

１．令和２年度の財政投融資計画要求額

(単位：億円、％)

金額 伸率

(1)財政融資 4,839 4,454 385 8.6

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

4,839 4,454 385 8.6

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和２年度
要   求   額

令和元年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

(単位：億円、％)

金額 伸率

(1)財政融資 94,463 95,738 △1,275 △ 1.3

(2)産業投資 612 612 － 0.0

うち 出　資 612 612 － 0.0

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

95,075 96,350 △1,275 △ 1.3

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和２年度末
残高（見込）

令和元年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 (単位：億円)

2,398 1,242 1,156

1,857 778 1,079

530 451 80

10 12 △2

令和２年度
要   求   額

令和元年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

(内訳)

震災復興

賃貸住宅

都市再生

区　　分

 

 

資金計画 (単位：億円)

14,241 13,646 595

4,839 4,454 385

財政融資 4,839 4,454 385

産業投資 － － －

政府保証 － － －

9,402 9,192 210

財投機関債 800 1,200 △400

民間借入金 100 188 △88

管理業務収入 8,120 7,394 726

その他 382 410 △28

自己資金等

区　　分
令和２年度
要   求   額

令和元年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 



財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

 (機関名：独立行政法人都市再生機構) 

 
＜官民の役割分担・リスク分担＞ 
１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適切

な役割分担がなされているか。 

 
機構はその中期目標において、機能的な都市活動及び豊かな都市生活を営む基盤

の整備が社会経済情勢の変化に対応して十分に行われていない大都市及び地域社

会の中心となる都市において、市街地の整備改善及び賃貸住宅の供給の支援に関す

る業務を行うことにより、社会経済情勢の変化に対応した都市機能の高度化及び居

住環境の向上を通じてこれらの都市の再生を図るとともに、賃貸住宅の管理等に関

する業務を行うことにより、良好な居住環境を備えた賃貸住宅の安定的な確保を図

り、もって都市の健全な発展と国民生活の安定向上に寄与することを目的としてい

るところ。 

都市再生に当たっては、資金やノウハウなど民間活力を引き出し、それを都市に

振り向け、新たな需要を喚起することが求められているが、権利関係が複雑で調整

が難しいことなどから、民間事業者等のみではその整備改善を図ることが困難な状

況がみられる状況である。機構は、これらの状況を踏まえ、都市の魅力と国際競争

力を高め、都市再生を的確に推進するため、機構の公共性、中立性、ノウハウを活

かしたコーディネートを実施し、民間事業者等とのパートナーシップの下、大都市

及び地域社会の中心となる都市において、政策的意義の高い事業を実施し、都市再

生の先導的役割を果たすとともに、多様な民間連携手法を活用するとともに、民間

事業者による都市への投資を誘発し、経済再生の実現に寄与することとしている。 

また、国は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律 （

平成19年法律第112号）において、民間賃貸住宅市場において、世帯の属性に応じ

た適切な規模、構造等の賃貸住宅が十分に供給されていないこと、家賃の滞納や紛

争発生への不安等から入居が制限される場合があることなどの現状を踏まえ、住宅

確保要配慮者のために、重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの整備を一層推進

することとしている。このため、機構は、居住者の居住の安定を確保しつつ、団地

の状況に応じて、建替え、リニューアル、規模縮小等の事業を行い、団地の活用・

再生を着実に進めるとともに、ハード面・ソフト面の環境整備を通じて、社会の成

熟化に伴うライフスタイルの多様化等、多様なニーズに的確に対応することで、住

宅セーフティネットの役割の充実を図ることとする。 

 
２．官民が適切にリスク分担し、民間企業のモラルハザードを防止しつつ、適度な支援

を行っているか。 
 

都市再生事業の実施においては、民間連携を強化するため、民間事業者との意見

交換を定期的かつ適時に行い、そのニーズ・意向等の把握を行うこととしており、

また、事業実施の各段階においては、民間との連携手法の多様化により、民間のニ

ーズに応えた事業支援を推進しているところである。特に機構が実施する市街地再

開発事業においては、特定事業参加者制度、特定建築者制度及び特定業務代行方式

の三手法を活用することにより、民間事業者を事業に誘導することとしているとこ

ろである。 



ＵＲ賃貸住宅ストックの活用・再生等の推進に当たっては、経営が悪化しないよ

う留意の上、団地のバリアフリー化を図りつつ、地域の医療福祉拠点の形成等によ

る地域のまちづくりの課題への対応、地域コミュニティの維持・継続等への配慮、

高齢者に対する見守りサービスの提供等を推進することにより、ライフスタイルの

多様化等、多様なニーズへの的確な対応について先導的なモデルの提示などにも取

り組むこととしている。そのうち、地域医療福祉拠点の形成に当たっては、民間連

携手法の多様化を図り、民間事業者の資金調達や事業参画を促進していく。例えば、

高齢者向けみまもり住宅の供給においては、民間のノウハウを適切に活用し提供す

る生活相談サービス等の、サービス水準の向上を図ることとしている。 
また、基本的に全国のＵＲ賃貸住宅において、民間事業者のノウハウ等を活用し、

居住者が低廉な料金で見守りサービスを受けられる環境を整備したところである。 
 
＜対象事業の重点化・効率化＞ 
３．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 

 
機構は「特殊法人等整理合理化計画」を踏まえ「都市再生に民間を誘導するため

の事業施行権限を有する」独立行政法人として平成16年７月に設立された。 

「民に委ねられるものは民に委ねる」との考え方のもと、都市再生分野における

民間の新たな事業機会を創出し、民間の潜在能力を最大限に引き出すための誘導業

務、条件整備を実施することとしたうえ、都市再生のために自ら実施する業務につ

いても、民間との共同事業として実施することとしている。加えて、既存賃貸住宅

管理においても民間参入の範囲を拡大することとしている。 

機構は、都市、住宅分野などの政策課題に対応する国の政策実施機関として、政

策的意義の高い都市再生等の推進、超高齢社会に対応した住まい・コミュニティの

形成及び個別団地毎の特性に応じたストック再生・再編等の推進、東日本大震災か

らの復興に係る業務等を実施し、また、「独立行政法人改革等に関する基本的な方

針」等において、民業補完の徹底と財務構造の健全化を両立することを目指す方針

が示されたことを踏まえ、財務構造の健全化を着実に進めた結果、第三期中期目標

の期間中に繰越欠損金を解消した。一方で、昨今の社会経済情勢に目を向けると、

少子高齢化や地方圏の人口減少の急速な深刻化等の経済社会構造上の大きな変化

に直面しており、それらに対応する施策を講ずることが急務となっており、機構に

は、「公共公益施設や医療・福祉施設等の適正な立地の促進等による都市のコンパ

クト化」、「既存の賃貸住宅ストックの活用を前提として、少子高齢化に対応した

高齢者世帯や子育て世帯の住宅の確保」、「津波に強いまちづくり」、「海外の都

市開発事業への我が国事業者の参入を促進する」等の実現に向けた政策の実施・貢

献が期待されている。 

上記を踏まえ、都市再生事業においては、民間事業者が行う都市再生事業の支援、

地方公共団体のまちづくり支援・補完のための政策的意義の高い事業を推進し、ま

た、民間との連携手法を多様化することにより支援を強化し、政策ニーズに応じた

新規事業に着手することとし、賃貸住宅事業においては、公的賃貸住宅として高齢

者、子育て世帯等政策的に配慮が必要な者に対する住宅セーフティネットとしての

役割への重点化を図るとともに、居住者の居住の安定の確保に努めながら、団地再

生やリニューアル等によるストックの再生・活用等を推進しているところである。

また、修繕等に係る契約・調達方法を適切に見直し、各団地の状況に応じて費用対

効果を勘案しながら効率的に執行することにより、賃貸住宅管理コストの縮減を図

ることとし、更に、東日本大震災の復興事業においては、津波被災地域での事業が

終盤を迎え、また福島県の原子力災害被災地域での支援が本格化する中、復興支援



を引き続き機構の最優先業務として位置づけ、事業進捗に合わせた体制整備・機動

的な組織運営を行い、また、収入支出・工程等の執行管理を徹底し、地元企業の事

業参入にも配慮しつつ、ＣＭ方式等による民間技術力やマンパワーの活用等によ

り、着実な実施を図ることとしている。 

 
＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

４．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を財

政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 
財政投融資の対象事業の計画策定にあたっては、経営改善に向けた取組みを引き

続き着実に推進するとともに、中期計画等を踏まえ、政策的必要性及び緊急性の観

点から必要な事業量を確保するとともに、所要額を計上しているところである。 
事業費の策定にあたっては、都市再生に民間を誘導する事業等、新たな需要に対

応した事業については重点的な取組みを可能とするための要求を行い、継続事業に

ついては、経済情勢の変動等により当初計画時の予測どおりに事業が進捗しない場

合には、個別に事業を見直し、事業の継続、計画変更、中止等を反映した要求を行

い、また、自己資金の策定にあたっては、調達・収入等可能額の把握に努めるなど、

財投運用残が生じないよう要求額を策定しているところである。 
なお、その実行にあたっては所要額を十分精査しているところであるが、30年度

においては、賃貸住宅業務収入が予定を上回ったこと等により、運用残が生じたと

ころである。 
 

(参考：過去３カ年の財政投融資の運用残額) 

           ２８年度   ２９年度   ３０年度 

   運用残額    337 億円   773 億円    250 億円 

      運用残率      8.1%    17.2%      7.0% 

(注)「運用残率」は、改定後現額(改定後計画＋前年度繰越)に対する運用残額の割合(％)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



財 投 機 関 債 に つ い て                    

 (機関名：独立行政法人都市再生機構) 

 
１．令和２年度における財投機関債の発行内容 
 

財投改革の趣旨を踏まえ、引き続き財投機関債の発行に努めることとし、２年度

は800億円の発行を予定している。 
 

（参考）元年度における財投機関債の発行予定額・発行形態等 
元年度においては、1,200億円（現額ベース）の発行を予定しており、資金需要

に応じて発行する予定である。 
 
２．要求の考え方 
 

要調達額のうち約２割程度を民間資金（財投機関債及び民間借入金）にて調達す

ることとし、このうち民間借入金は年度末資金のつなぎ的役割を担うことから100億

円程度とし、それ以外の部分を財投機関債にて調達するように計画している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



成長戦略等に盛り込まれた事項について 

 (機関名：独立行政法人都市再生機構) 

 

「経済財政運営と改革の基本方針２０１９」及び「成長戦略実行計画・成長戦略フ

ォローアップ・令和元年度革新的事業活動に関する実行計画」に盛り込まれた事項

に関する要求内容 

 

住み慣れた地域で最後まで住み続けることができる環境の実現に向けて、地方公

共団体と連携し、ＵＲ賃貸住宅団地の環境整備等による生活環境の向上と合わせて

地域に必要な医療、介護サービスが提供されるよう整備方針等を定め、施設を誘致

することにより、地域の医療福祉拠点の形成を推進する。また、高齢者、子育て世

帯等政策的に配慮が必要な者等が親族と互いに支援しながら生活できることを目的

とした近居促進制度については、地方公共団体との連携を図りながら引き続き推進

する。 

 

地方都市や大都市圏の近郊都市における、コンパクトシティの実現に向けた都市

構造の再構築といった政策課題に対し、地方公共団体等と連携しつつ、都市機能・

居住の立地適正化に関する計画等の策定、集約すべきエリアへの都市機能・居住の

誘導、老朽建物・低未利用地の再編・再整備及び中心市街地の活性化の支援等によ

り、各地域の特性を踏まえた地域活性化を図る。 

 

これらの取組みにより、「経済財政運営と改革の基本方針２０１９」における誰

もが安心して暮らせる良質な住環境の整備、また、高齢者や子育て世帯が安心して

暮らせるよう、地域の生活機能を集約したコンパクトなまちづくりに資するもので

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



財政投融資の要求に伴う政策評価（基本的事項） 

 (機関名：独立行政法人都市再生機構) 

 

１．政策的必要性 

 

独立行政法人都市再生機構は、機能的な都市活動及び豊かな都市生活を営む基盤

の整備が社会経済情勢の変化に対応して十分に行われていない大都市及び地域社

会の中心となる都市において、市街地の整備改善及び賃貸住宅の供給支援に関する

業務を行うことにより、社会経済情勢の変化に対応した都市機能の高度化及び居住

環境の向上を通じてこれらの都市の再生を図るとともに、都市基盤整備公団から承

継した賃貸住宅等の管理等に関する業務を行うことにより、良好な居住環境を備え

た賃貸住宅の安定的な確保を図り、もって都市の健全な発展と国民生活の安定向上

に寄与するものである。 

上記施策の実施に当たっては、 

① 都市機能更新事業、居住環境整備事業等の都市の再生を目的とした市街地整備

改善事業については、複雑な権利関係の調整等を伴い、事業化から資金回収まで

長期間を要する大規模事業である場合が多く、比較的短期の民間資金のみでは対

応が困難である。 

② 賃貸住宅事業については、居住環境水準の向上やバリアフリー化のための建替

事業やリニューアル事業、子育て・高齢者向け賃貸住宅の供給等による良質な賃

貸住宅を適正な家賃で供給していくため、長期低利の安定的な資金が必要であ

る。 

という理由から、財政融資資金について、政策的必要性及び緊急性の観点から必要

となる額を計上しているところである。 

 

２．民業補完性 

 
都市再生の推進に当たっては、都市の国際競争力と魅力を高める都市の再生、地

域経済の活性化とコンパクトシティの実現を図る地方都市等の再生、防災性向上に
よる安全・安心なまちづくりが必要である。その際多数の関係者間の意見調整や利
害調整の困難性、公共施設整備と民間の都市開発事業とのスケジュールのミスマッ
チ、初動期の資金確保の困難性、用地先行取得等に関する民間事業者の負担能力を
超えたリスク、多様なニーズに対応するまちづくりに係る地方公共団体のノウハウ
・人材等が十分でないこと等が都市再生を推進する上での隘路となっている。 

このため、地域の政策課題を踏まえた広域的な視点や公的機関としての中長期的

な視点を持って、機構の公共性、中立性、ノウハウを活かし、基本構想の立案から

事業計画の策定、関係者間の段階的な合意形成等のコーディネートの実施や、民間

事業者・地方公共団体等とのパートナーシップの下、政策的意義の高い事業を実施

することにより、民間投資を誘発し、次に掲げる都市再生の推進を図る。 

① 都市の国際競争力と魅力を高める都市の再生 

② 地域経済の活性化とコンパクトシティの実現を図る地方都市等の再生 

③ 防災性向上による安全・安心なまちづくり 

また、機構が供給・管理する賃貸住宅については、高齢者、子育て世帯等政策的

に配慮が必要な者に対する住宅セーフティネットとしての役割への重点化を図る

とともに、居住者の居住の安定の確保に努めながら、団地再生やリニューアル等に

よるストックの再生・活用等を推進する。 



このほか、東日本大震災への対応においては、被災した地方公共団体において財

政・人材の両面でその余力に乏しく、復興の円滑かつ迅速な推進等を図るため、地

方公共団体が単独で実施することが困難な場合において、地方公共団体からの要請

に基づく災害公営住宅の建設及び譲渡を適切に行う。 

 

３．有効性 

  

・都市政策上の課題解決に資する都市再生を推進するため、中期目標期間中に330

地区においてコーディネート及び事業を実施し、中期目標期間以降も含めて、将

来的に１兆8,000億円規模の民間建築投資を誘発し、３兆6,000億円規模の経済波

及効果を見込む。 

・地域の医療福祉拠点の形成（120団地形成） 

・バリアフリー化を図ったＵＲ賃貸住宅の供給（バリアフリー化割合60%以上） 

 

４．その他 

 

事業の計画段階においては事業採算性や資金回収見通しを十分に検討しており、

事業の実施後は譲渡収入・割賦金、賃料、利用料等により着実に償還が行われる。 

また、平成17年６月の法改正に伴い、事業の抜本的な見直しを実施し、さらに中

期計画における目標及び経営改善に向けた取組みの達成に向け、キャッシュフロー

の改善、バランスシートの改善及び組織のリストラに取り組んだ結果、30年度決算

で478億円の当期純利益を計上し、また、業務活動によるキャッシュフローにおい

ては2,713億円のプラスとなった。 

今後も上記取組みを引き続き着実に推進することにより、償還確実性については

問題ないものと思料している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３０ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

 (機関名：独立行政法人都市再生機構) 

 

１．決算についての総合的な評価 

 

経営改善に向けた取組みを着実に推進するため、①事業面では販売促進を通じた

資産の圧縮、コスト構造改革によるコスト縮減等、②財務面では資金収支の的確な

把握と資金調達の効率化に努めたほか、減損会計等にも的確に対応し、資産及び債

務の構造改革に取り組んだ。 

30年度においては、不動産市況が好調を維持する中で、入居促進・販売活動の強

化により収益を確保し、保有資産の効率的な活用に向けた取組みを進めた結果、30

年度決算は、①経営成績としては、年度計画（360億円）を上回る478億円の当期純

利益を計上。②財政状態は、資産のスリム化及び有利子負債の一層の削減を達成す

るとともに、繰越欠損金を解消し、利益剰余金425億円を計上。③資金面では、業

務活動によるキャッシュフローを2,713億円計上し、経営改善に向けた取組みを着

実に達成する結果となった。 

 

２．決算の状況 

 

（１）資産・負債・資本の状況 

 

30年度末の資産規模は12兆6,792億円と、前年度に対し2,310億円の減となり、資

産のスリム化を実施。設立時（17兆4,897億円）に対して27.5％のスリム化を達成。 

また、30年度末における有利子負債残高は10兆7,260億円で前年度末に対し 

2,551億円の減となり、設立時（16兆2,771億円）に対して34.1％の削減。 

また、30年度で当期純利益を478億円計上した結果、繰越欠損金は解消し、利益

剰余金425億円を計上。純資産合計は1兆1,610億円となった。 

 

（２）費用・収益の状況 

 

不動産市況が好調を維持する中で、整備敷地の譲渡など保有資産の売却や賃貸住

宅の入居促進等の営業活動を積極的に進めたこと等により、年度計画（360億円）

を上回る478億円の当期純利益を計上。 

セグメント別の利益について、「都市再生」では保有資産の売却を着実に進めた

こと等により、当期純利益を計上した。「賃貸住宅」では前年度並の家賃収入を確

保した一方で減損損失を計上した結果、当期純利益は前年度に比べ減少した。「震

災復興」では復興市街地整備の進捗により、若干の当期純利益を計上。また、｢市

街地整備特別｣では販売活動の強化に努めたこと等により、前年度は当期純損失を

計上していたところ、当期純利益に転じた。 

 

 

 

 

 

 



 

【セグメント情報】 

都市再生            当期純利益 187億円 (対前年度 △122億円) 

賃貸住宅            当期純利益  86億円 (対前年度 △444億円) 

震災復興            当期純利益   9億円 (対前年度 △28億円) 

市街地整備特別(ニュータウン) 当期純利益 176億円 (対前年度  +677億円) 

 

 


